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大阪港港湾工事共通仕様書（令和6年12月　一部改訂版） 新旧対比表 １.工事請負契約書（契約約款）P11、12

工事請負契約書
（契約約款）

現行 改訂 主な説明

工事請負契約書
11ページ

（部 分 払）
第39条

第2項、第8項

（部 分 払）
第39条　受注者は、工事の完成前に、出来形部分並びに工事現場に搬入済みの工事材
料及び製造工場等にある工場製品（第14条第２項の規定により監督職員の検査を要する
ものにあっては当該検査に合格したもの、監督職員の検査を要しないものにあっては設計
図書で部分払の対象とすることを指定したものに限る。）に相応する請負代金相当額（以
下「出来高金額」という。）の10分の９以内の額について、次項以下に定めるところにより部
分払を請求することができる。ただし、この請求は、月１回を超えることができない。
２　受注者は、部分払を請求しようとするときは、あらかじめ、当該請求に係る出来形部分
又は工事現場に搬入済みの工事材料の確認を発注者に請求しなければならない。
３　発注者は、前項の場合において、当該請求を受けた日から14日以内に、受注者の立
会いの上、設計図書に定めるところにより、同項の確認をするための検査を行い当該確認
の結果を受注者に通知しなければならない。この場合において、発注者は、必要があると
認められるときは、その理由を受注者に通知して、出来形部分を最小限度破壊して検査
することができる。
４　前項の場合において、検査又は復旧に直接要する費用は、受注者の負担とする。
５　受注者は、第３項の規定による確認があったときは、部分払を請求することができる。こ
の場合において、発注者は、当該請求を受けた日から14日以内に部分払金を支払わな
ければならない。
６　部分払金の額は、次の式により算定する。この場合において、出来高金額は、発注者
と受注者とが協議して定める。ただし、発注者が前項の請求を受けた日から10日以内に
協議が整わない場合には、発注者が定め、受注者に通知する。
　　部分払金の額≦出来高金額×（９／10－前払金額　　／請負代金額）
７　第５項の規定により部分払金の支払いがあった後、再度部分払の請求をする場合にお
いては、第１項及び前項中「出来高金額」とあるのは「出来高金額から既に部分払の対象
となった出来高金額を控除した額」とするものとする。
８　第１項及び前項の規定により部分払の対象となった出来形部分及び工事現場に搬入
済みの工事材料の所有権は、部分払金の支払いにより、受注者から発注者に移転するも
のとする。ただし、第32条に規定する工事目的物の引渡しが完了するまでの保管は受注
者の責任とし、引渡し完了前に生じた損害については、第28条の規定を準用する。

（部 分 払）
第39条　受注者は、工事の完成前に、出来形部分並びに工事現場に搬入済みの工事材
料及び製造工場等にある工場製品（第14条第２項の規定により監督職員の検査を要する
ものにあっては当該検査に合格したもの、監督職員の検査を要しないものにあっては設計
図書で部分払の対象とすることを指定したものに限る。）に相応する請負代金相当額（以
下「出来高金額」という。）の10分の９以内の額について、次項以下に定めるところにより部
分払を請求することができる。ただし、この請求は、月１回を超えることができない。
２　受注者は、部分払を請求しようとするときは、あらかじめ、当該請求に係る出来形部分
又は工事現場に搬入済みの工事材料若しくは製造工場等にある工場製品の確認を発注
者に請求しなければならない。
３　発注者は、前項の場合において、当該請求を受けた日から14日以内に、受注者の立
会いの上、設計図書に定めるところにより、同項の確認をするための検査を行い当該確認
の結果を受注者に通知しなければならない。この場合において、発注者は、必要があると
認められるときは、その理由を受注者に通知して、出来形部分を最小限度破壊して検査
することができる。
４　前項の場合において、検査又は復旧に直接要する費用は、受注者の負担とする。
５　受注者は、第３項の規定による確認があったときは、部分払を請求することができる。こ
の場合において、発注者は、当該請求を受けた日から14日以内に部分払金を支払わな
ければならない。
６　部分払金の額は、次の式により算定する。この場合において、出来高金額は、発注者
と受注者とが協議して定める。ただし、発注者が前項の請求を受けた日から10日以内に
協議が整わない場合には、発注者が定め、受注者に通知する。
　　部分払金の額≦出来高金額×（９／10－前払金額　　／請負代金額）
７　第５項の規定により部分払金の支払いがあった後、再度部分払の請求をする場合にお
いては、第１項及び前項中「出来高金額」とあるのは「出来高金額から既に部分払の対象
となった出来高金額を控除した額」とするものとする。
８　第１項及び前項の規定により部分払の対象となった出来形部分並びに工事現場に搬
入済みの工事材料及び製造工場等にある工場製品の所有権は、部分払金の支払いによ
り、受注者から発注者に移転するものとする。ただし、第32条に規定する工事目的物の引
渡しが完了するまでの保管は受注者の責任とし、引渡し完了前に生じた損害について
は、第28条の規定を準用する。

令和6年12月1日から
の工事請負契約書の
改正により、第39条第
2項の工事材料の確
認について文言追加

工事請負契約書
12ページ

（不当な取引制度
等に係る損害賠

償金）
第43条の2
第1項(1)

第43条の２　受注者は、次の各号のいずれかに該当するときは、発注者に対し、損害賠償
金として、この契約の請負代金額の100分の20に相当する額を、発注者の指定する期間
内に納付しなければならない。この契約が履行された場合において次の各号のいずれか
に該当するときも、同様とする。
(1)　受注者（受注者が共同企業体であるときは、その構成員のいずれかの者。以下この
項において同じ。）が、この契約について、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関す
る法律（昭和22年法律第54号。以下「独占禁止法」という。）第３条又は第８条第１号の規
定に違反するとして、排除措置命令等（独占禁止法第49条に規定する排除措置命令又
は独占禁止法第62条第１項に規定する納付命令（同法第7条の2第4項又は第20条の2か
ら第20条の6までの規定による命令を除く。以下「納付命令」という。）をいう。以下同じ。）
を受け、これらが確定したとき（確定した納付命令が独占禁止法第63条第２項に基づき取
り消されたときを含む。以下同じ。）。

第43条の２　受注者は、次の各号のいずれかに該当するときは、発注者に対し、損害賠償
金として、この契約の請負代金額の100分の20に相当する額を、発注者の指定する期間
内に納付しなければならない。この契約が履行された場合において次の各号のいずれか
に該当するときも、同様とする。
(1)　受注者（受注者が共同企業体であるときは、その構成員のいずれかの者。以下この
項において同じ。）が、この契約について、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関す
る法律（昭和22年法律第54号。以下「独占禁止法」という。）第３条又は第８条第１号の規
定に違反するとして、排除措置命令等（独占禁止法第49条に規定する排除措置命令又
は独占禁止法第62条第１項に規定する納付命令（同法第7条の9第2項又は第20条の2か
ら第20条の6までの規定による命令を除く。以下「納付命令」という。）をいう。以下同じ。）
を受け、これらが確定したとき（確定した納付命令が独占禁止法第63条第２項に基づき取
り消されたときを含む。以下同じ。）。

令和6年12月1日か
らの工事請負契約
書の改正により、第
43条の2第1項(1)の
独占禁止法規定先
の変更
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大阪港港湾工事共通仕様書（令和6年12月　一部改訂版） 新旧対比表 ２.工事請負契約書（契約約款）P16

工事請負契約書
（契約約款）

現行 改訂 主な説明

工事請負契約書
16ページ
第52条

（補　則）
第52条　この契約書に定めのない事項については、大阪市契約規則及び大阪市会計規
則（昭和39年大阪市規則第14号）に従うものとし、その他は必要に応じて発注者と受注者
とが協議して定めるものとする。

（情報通信の技術を利用する方法）
第52条　この契約書において書面により行わなければならないこととされている催告、請
求、通知、報告、申出、承諾、解除及び指示は、建設業法その他の法令に違反しない限
りにおいて、電磁的方法を用いて行うことができる。ただし、当該方法は書面の交付に準
ずるものでなければならない。

令和6年12月1日から
の工事請負契約書の
改正により、（情報通
信の技術を利用する
方法）を第52条として
追加

工事請負契約書
16ページ
第53条

（補　則）
第53条　この契約書に定めのない事項については、大阪市契約規則及び大阪市会計規
則（昭和39年大阪市規則第14号）に従うものとし、その他は必要に応じて発注者と受注者
とが協議して定めるものとする。

令和6年12月1日か
らの工事請負契約
書の改正により、
（総則）の規定先を
第52条から第53条
に変更
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